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米国会計基準採用の有無 無

1.16年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成16年 4月 1日 平 成16年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期        5,308    19.6       1,625   553.6       1,632 1,068.2
15年 9月中間期        4,439    13.4         248－          139－

16年 3月期        9,560－        1,358－        1,130－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

16年 9月中間期          926 4,535.7          37.06－
15年 9月中間期           19－           0.80－

16年 3月期          463－          18.53－

(注 )1.持分法投資損益 16年 9月中間期 百万円 15年 9月中間期 百万円－ －
16年 3月期 百万円－

2.期中平均株式数(連結) 16年 9月中間期     24,991,062株 15年 9月中間期     24,992,746株
16年 3月期     24,992,670株

3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期       18,842       5,755     30.5         230.30
15年 9月中間期       18,271       4,316     23.6         172.72

16年 3月期       18,909       4,927     26.1         197.18
(注 )期末発行済株式数(連結) 16年 9月中間期     24,989,845株 15年 9月中間期     24,992,700株

16年 3月期     24,991,420株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
16年 9月中間期        1,877        △710       △1,430        1,594
15年 9月中間期          990         △47         △774        1,448

16年 3月期        2,590        △658       △1,359        1,776

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    2     0     0

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    0     0     0     0

2.17年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成16年 4月 1日 平 成17年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       10,400       2,500       1,350

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          54円02銭

上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業
績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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〔添付資料〕 

 

１．企業集団の状況 

 

  当社グループは、当社及び当社の子会社２社により構成されております。 

主な事業内容は外航海運業であり、当社及び子会社２社の所有する船舶並びに同業他社から定期借船し

た船舶の自社運航と定期貸船を、また一方で主要株主である㈱商船三井と業務提携し、スモール･ハンディ

型船の運航受託を行っております。 

その他、当社グループでは不動産賃貸業を併営しております。 

  事業の系統図は次のとおりです。 

 

荷    主  用船社（国内）  用船社（海外） 

  ↑  ↑ ↑  ↑   

  航海用船  裸用船 定期用船  定期用船   

            

            

 当  社 (外航海運業及び不動産賃貸業)  

 ↑  ↑    ↑  

  

航
路
事
業 

 

不
定
期
船 

 運航委託  定期用船    定期用船  

船
舶
貸
渡
業 

       裸用船      

       ↓      

㈱商船三井  連結子会社２社  船主 (同業他社) 

 

 

２．経営方針並びに経営成績及び財政状態 

 

(1) 経営方針 

 

① 経営の基本方針 

 

当社グループは、運航部門では所有船舶及び同業他社から定期借船した船舶による北米・豪州からの穀

物輸送、北米・ニュージーランドからの木材輸送及び北米向け鋼材輸送、東南アジア向けセメント輸送等

を中心に行っております。また、㈱商船三井より２万４千トン型を中心としたスモール･ハンディ型船を運

航受託し、運航収益の改善と共に同部門でのシナジー効果を図っております｡ 

一方、貸船部門では石炭専用船、ハンディ型船を定期貸船とする船主業務を行っております。 

今後は更に輸送需要と輸送形態に対応しながら輸送貨物の多様化と効率化を図り、業容の拡大、空船航

海を減少させることによる営業収支の改善、安全運航、顧客との信頼関係の強化と運航コストの削減を実

施し、高収益体質の会社を目指しております。 

 

② 利益配分に関する基本方針 

 

  当社は、変動する海運市況、為替、燃料油価格の騰落に備えコスト競争力のある船隊整備と状況変化に

柔軟に対応する営業活動を通じ経営資源の内部留保に努め、企業体質の強化を実現し、株主の皆様に安定

的かつ継続的に利益を還元していくことを目標としております。 
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③ 会社の対処すべき課題 

 

  今後も国際的なコスト競争力の強化・実現に向けた取組みを継続すると共に、当社営業活動におけるハ

ンディ型部門での優位性を生かした海外展開を積極的に推し進め、市況下降時にも安定的な利益の出せる

営業基盤の確立に努める所存であります。 

 

④ コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況 

 

当社は、的確かつ迅速な意思決定と業務執行を行い､効率的で健全な経営を実現することを重要課題とし、

充実したコーポレート･ガバナンス体制の構築に取り組んでまいります。 

 

当社の経営管理組織体制は次のとおりとなっております。 

 

株主総会 

           選任･解任 
  

           選任･解任

           ５名   
選任･解任 

４名(社外４名)

  会計監査人 

会計監査 

監査 取締役会 

取締役   

監査役会 
監査役 
業務監査 

      
選任･監督

      

      代表取締役社長       

                

                 

担当取締役  担当取締役   担当取締役  担当取締役 

                 

 
総
務
部 

   
経
理
部 

 本
船 

  

船
舶
部 

  
営
業
部 

 

 

取締役会は５名で構成しており経営判断が迅速にできるよう少人数で経営しており、月１回の定例取

締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会では各取締役が重要事項を全

て付議し、業績の進捗についても議論し対策を検討し決定しております。なお、社外取締役は選任して

おりません。 

 

当社は監査役制度を採用しております。監査役４名全員が社外監査役であり、そのうち２名が常勤監

査役として執務しており、取締役会には必ず出席しております。更に社内の重要な会議には積極的に参

加し、取締役の職務執行を充分監視できる体制となっております。なお、社外監査役と当社との取引に

は特別な利害関係は有りません。 

公認会計士監査は新日本監査法人に依頼しております。年間監査予定表に基づき、期末に偏ることな

く、期中も定期的に監査が実施され、正確で監査しやすい環境を整備しております。 

顧問弁護士は虎ノ門南法律事務所に依頼しており、国際及び国内事案について必要に応じてアドバイ

スを受けております。 

 

当社はコンプライアンスの強化、徹底を推し進めていくため、社内規程、業務の再チェック等を主な

改善項目として、全社的な取り組みを実施しております。 
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(2) 経営成績及び財政状態 

 

 ① 経営成績 

 

当中間連結会計期間における世界経済は、今や世界の経済を牽引するまでに成長した中国が、加熱する

経済を警戒し、引き締め政策を実施しましたが、旺盛な原材料の購買意欲は衰えず、好況を呈しました。 

この景況を受け、海上輸送は従来にも増して盛んになり、一般貨物、及びタンカー部門においても、船

腹需要は逼迫し、運賃及び定期用船市況は引き続き堅調に推移しました。 

また、当社の営業活動の主力船型であるスモール・ハンディ型船は、新造船の供給が極めて少なく、こ

れが船腹の需給バランスを引き締め、好況を支える要因となっており、農水省向けの北米、カナダ、豪州

積み小麦運賃が、この１年間でトン当たり４０ドルから６０ドルへ、また米材運賃も１航海当たり７０万

ドルから１３０万ドル以上に高騰し、現在も更に強含んでおります。 

このような状況下、当社は主にコストの固定している所有船と、好機に契約した競争力のある長期用船

船腹により営業活動を展開し、市況の変動に柔軟に対処すべく営業の多角化、国際化を図り、空船での航

海を極力減少させ、また長期かつ有利な運送契約の割合を増やすことにより、収益の確保に努めました。 

なお、燃料価格は、バレル当たり約５０ドルを超える原油価格の影響により、徐々に高値傾向にありま

すが、期中を通じてトン当たり２００～２１０ドルと高値ながら安定した価格で推移し、また、為替相場

は期初から緩やかな円高で推移し、期中平均では１０９.４３円となり、前期比では９円弱の円高にもかか

わらず、高値で推移した海運市況を享受し、営業利益を大幅に改善することができました。 

 

以上の結果、当中間連結会計期間は前中間連結会計期間に比べ、売上高が８６８百万円増の５,３０８百

万円、営業利益は１,３７６百万円増の１,６２５百万円、経常利益は１,４９２百万円増の１,６３２百万

円となり、特別損失に退職給付会計基準変更時差異の償却額４１百万円を計上することにより、中間純利

益は９０６百万円増の９２６百万円となりました。 

 

下期における不定期船市況は、当中間連結会計期間に引き続き堅調に推移すると予想しており、当連結

会計年度の売上高は１０,４００百万円、経常利益は２,５００百万円、当期純利益は１,３５０百万円と予

想しております。 

 

[所在地セグメント状況は以下のとおりであります。] 

 

国内の売上高は５,５０３百万円、営業利益は１,５１４百万円、国外（パナマ）の売上高は１,６４１百

万円、営業利益は１１０百万円となりました。 

 

② 財政状態 

 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は１,５９４百万円となり、

前連結会計年度末と比較して１８１百万円減少しました。 

 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により増加した資金は１,８７７百万円で、これは主に税金等調整前中間純利益１,５９１百万

円、減価償却費６８８百万円、特別修繕引当金２８百万円、売上債権１１４百万円、仕入債務９７百万円

の増加と、退職給付引当金２２百万円、たな卸資産３１百万円の減少、及び法人税等の支払い４９６百万

円によるものです。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により減少した資金は７１０百万円で、これは主に有形固定資産の取得（新造船の契約払い９

１百万円、ＰＣシステム構築料３０百万円）、及び投資有価証券の取得８５９百万円による減少と、投資有

価証券の売却２５８百万円の増加によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により減少した資金は１,４３０百万円で、これは主に短期借入金の返済４９４百万円、長期借

入金の返済８１２百万円、及び配当金の支払い１２３百万円によるものです。 

 

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、好調な市況が続くこと、長期契約等による安定した

収益確保を見込んでいることから、営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前当期純利益を  

 ２,５００百万円確保し、減価償却費等の増加、法人税等の支払により３,０００百万円と予想しており

ます。 

投資活動によるキャッシュ・フローは設備投資等を見込んでおりませんので、当中間連結会計期間とほ

ぼ同様の７００百万円と予想しております。 

財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入金、及び短期借入金の返済により２,２００百万円と予想

しております。 

以上により、資金の期末残高は前連結会計年度と比較し、約３００百万円増加すると予想しております。 

 

尚、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 
第８５期 

平成 13 年 3 月期

第８６期 

平成 14 年 3 月期

第８７期 

平成 15 年 3 月期

第８８期 

平成 16 年 3 月期 

第８９期 

平成 16 年 9 月期

自己資本比率（％） ２３.８ ２０.６ ２２.２ ２６.１ ３０.５

時価ベースの自己資本比率（％） ７.９ ７.５ ６.５ ６４.０ ６２.２

債務償還年数（年） ６.７ １８.７ １４.３ ４.１ ５.０

インタレスト・カバレッジ・レシオ ６.３ ３.９ ５.４ １７.０ ２６.６

 ※ 自己資本比率：       自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：       有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

 １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

 ３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての

負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額

を使用しております。 
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３．中間連結財務諸表等 

 

(1) 中間連結貸借対照表 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前中間連結会計期間末

(平成 15 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間末 

(平成 16 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表

(平成 16 年 3 月 31 日)

  

( 資  産  の  部  )      (１８,２７１)      （１８,８４２）     (１８,９０９)

 流 動 資 産      ２,１０４      ２,３６６      ２,５０１

現 金 ・ 預 金 １,４４８ １,５９４ １,７７６

海 運 業 未 収 金 １７６ １８９ ３０４

関係会社短期貸付金 ３５ ５ ５

貯 蔵 品 １７５ １５３ １２２

繰延及び前払費用 ７７ １４４ １１２

そ の 他 流 動 資 産 １９２ ２７８   １８１

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０ △ ０

  

 固 定 資 産     １６,１６６     １６,４７６      １６,４０７

有 形 固 定 資 産     １５,２１６     １４,１９７     １４,７６６

船 舶 １５,０２２ １３,７９５ １４,４６３

建 物 ・ 構 築 物 ５９ ５３ ５６

器 具 ・ 備 品 １２ １８ １８

土 地 １１１ １１１ １１１

建 設 仮 勘 定 ９ ２１８ １１５

  

無 形 固 定 資 産          １          １          １

電 話 加 入 権 １ １ １

  

投資その他の資産        ９４８          ２,２７７      １,６４０

投 資 有 価 証 券 ７７２ ２,０９０ １,４５６

そ の 他 長 期 資 産 １７６ １８６  １８３

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０ △ ０

  

  

  

  

  

  

資 産 合 計 １８,２７１ １８,８４２ １８,９０９
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（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前中間連結会計期間末

(平成 15 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間末 

(平成 16 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成 16 年 3 月 31 日)

  

(  負 債 の 部  )     (１３,９５４)     (１３,０８７)     (１３,９８１)

 流 動 負 債      ３,９７７      ４,０３１      ４,１５５

海 運 業 未 払 金 ４６５ ５０６ ４０９

短 期 借 入 金 ２,６５１ ２,３０１ ２,８４８

未 払 法 人 税 等 ２２ ８６６ ４９９

繰 延 税 金 負 債 ６１２ １９ １４６

未 払 費 用 ８ １２ ７

前 受 金 １３３ ２００ １５１

預 り 金 ５ ２ ４

賞 与 引 当 金 １７ １４ １６

そ の 他 流 動 負 債 ６１ １０７ ７０

  

 固 定 負 債         ９,９７７      ９,０５６          ９,８２５

長 期 借 入 金 ８,６９５ ７,１５０ ７,８８３

繰 延 税 金 負 債 １,０００ １,５３８ １,５７８

退 職 給 付 引 当 金 １０８ １３９ １６１

特 別 修 繕 引 当 金 １１５ １７２ １４４

そ の 他 固 定 負 債 ５７ ５５ ５７

  

  

(少 数 株 主 持 分 )                 －         －                 －

  

  

(  資 本 の 部 )         (４,３１６)     (５,７５５)         (４,９２７)

 資 本 金          １,２５０      １,２５０          １,２５０

 利 益 剰 余 金          ２,１６３      ３,４０８          ２,６０６

 その他有価証券評価差額金             ４４       ２３９           ２１２

 為替換算調整勘定             ８５９       ８５９             ８５９

 自 己 株 式              △ ０        △ １              △ ０

  

  

  

負債、少数株主持分及び資本合計 １８,２７１ １８,８４２ １８,９０９
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(2) 中間連結損益計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成 15 年 4 月 1 日) 

(至 平成 15 年 9月 30 日) 

 
当中間連結会計期間 

(自 平成 16 年 4 月 1 日) 

(至 平成 16 年 9月 30 日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成 15 年 4 月 1 日)

(至 平成 16 年 3月 31 日) 

運 賃 ３,３４０ ３,５２８ ７,６０４

貸 船 料 １,０６８ １,７４３ １,８８４

その他海運業収益 １７ ２６ ４６

そ の 他 事 業 収 益 １２ １０ ２５

営 

業 

収 

益 

計 ４,４３９ ５,３０８ ９,５６０

運 航 費 １,３１６ ９９８ ２,６１８

船 費 １,４４９ １,４６０ ２,８４０

借 船 料 １,１３６ ７９１ ２,１４２

その他海運業費用 ３９ ７４ ８０

そ の 他 事 業 費 用 ６ １１ １１

一 般 管 理 費 ２４２ ３４７ ５１０

営 

 

 

業 

 

 

損 

 

 

益 

営 

業 

費 

用 

計 ４,１９１ ３,６８３ ８,２０２

営 業 利 益 ２４８ １,６２５ １,３５８

受 取 利 息 ６ ６ １２

受 取 配 当 金 １ ８ ８

為 替 換 算 差 益 － ５６ －

そ の 他 ６ １４ ６

営 
業 
外 
収 
益 

計 １４ ８５ ２７

支 払 利 息 ７５ ６９ １５１

為 替 換 算 差 損 ３４ － ８５

そ の 他 １３ ８ １８

営 
 
業 
 
外 
 
損 
 

益 

営 
業 
外 
費 
用 

計 １２３ ７８ ２５５

経 

 

 

 

 

 

常 

 

 

 

 

 

損 

 

 

 

 

 

益 

経 常 利 益 １３９ １,６３２ １,１３０

投資有価証券売却益 － ２１ ２

過 年 度 損 益 修 正 益 － ５ －

特
別
利
益 計 － ２７ ２

投資有価証券売却損 － １１ －

退職給付会計基準変更時差異償却 ４１ ４１ ８２

過 年 度 損 益 修 正 損 ９１ １４ ９６

そ の 他 － ０ １９

特 

 

別 

 

損 

 

益 

特 

別 

損 

失 

計 １３２ ６７ １９８

税金等調整前中間(当期)純利益 ７ １,５９１ ９３４

法人税、住民税及び事業税 ２２ ８５１ ５０９

法 人 税 等 調 整 額 △ ３５ △ １８６ △ ３７

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 １９ ９２６ ４６３
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(3) 中間連結剰余金計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成 15 年 4 月 1 日) 

(至 平成 15 年 9月 30 日) 

 
当中間連結会計期間 

(自 平成 16 年 4 月 1 日) 

(至 平成 16 年 9月 30 日) 

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成 15 年 4 月 1 日)

(至 平成 16 年 3月 31 日) 

（利益剰余金の部）  

1．利 益 剰 余 金 期 首 残 高     ２,１４３     ２,６０６      ２,１４３

2．利 益 剰 余 金 増 加 高  

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益        １９       ９２６         ４６３

3．利 益 剰 余 金 減 少 高  

配 当 金         －       １２４           －

4．利益剰余金中間期末(期末)残高     ２,１６３     ３,４０８      ２,６０６
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(4) 中間連結キャッシュ・フロ－計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

 期  別 

科  目 

前中間連結会計期間

(自 平成 15 年 4 月 1 日)

(至 平成 15 年 9月 30 日)

当中間連結会計期間 

(自 平成 16 年 4 月 1 日) 

(至 平成 16 年 9月 30 日) 

前連結会計年度の要約
連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書
(自 平成 15 年 4 月 1日)
(至 平成 16 年 3 月 31 日)

1. 営業活動によるキャッシュ･フロー  

 税金等調整前中間(当期)純利益 ７ １,５９１ ９３４

 減 価 償 却 費 ６８１ ６８８ １,３６８

 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ０ △ ０ ０

 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ ４ △ ２ △ ５

 退 職給付引当金の増減額 １５ △ ２２ ６８

 特 別修繕引当金の増減額 ２８ ２８ ５７

 受 取利息及び受取配当金 △ ８ △ １５ △ ２０

 支 払 利 息 ７５ ６９ １５１

 投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 △ １ △ １０ △ ２

 為 替 換 算 差 額 １７ △ ５５ ６４

 未 収 消 費 税 の 増 減 額 １４ ４ △ ０

 船 内 準 備 金 の 増 減 額 ２１ △ ３ ２４

 た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ ５ △ ３１ ４７

 売 上 債 権 の 増 減 額 ４ １１４ △ １２２

 仕 入 債 務 の 増 減 額 １６５ ９７ １０９

 そ の 他          ６０       △ ２４        ７３

 小    計 １,０７３     ２,４２８ ２,７４９

 利 息及び配当金の受領額 ８    １５ ２０

 利 息 支 払 額 △ ７４      △ ７０ △ １５２

 法 人 税 等 支 払 額       △ １６      △ ４９６       △ ２７

 営業活動によるキャッシュ･フロー ９９０ １,８７７ ２,５９０

2. 投資活動によるキャッシュ･フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △ １１     △ １２１ △ ２４８

 投資有価証券の取得による支出 △ ９６ △ ８５９ △ ５０３

 投資有価証券の売却による収入 ４２ ２５８ ４３

 貸 付 金 に よ る 支 出 △ １４ － △ １４

 貸 付金の返済による収入 ３９ １４ ７１

 その他投資の取得による支出 △ ７ △ ７ △ １２

 その他投資の解約による収入          －         ５            ５

 投資活動によるキャッシュ･フロー △ ４７ △ ７１０ △ ６５８

3. 財務活動によるキャッシュ･フロ―  

 短 期 借 入 金 増 減 額 １２４ △ ４９４ △ ７２

 長 期 借 入 金 に よ る 収 入 ３００ － ３００

 長期借入金の返済による支出 △ １,１９８ △ ８１２ △ １,５８７

 配 当 金 の 支 払 額 － △ １２３ －

 そ の 他        △ ０        △ ０        △ ０

 財務活動によるキャッシュ･フロー △ ７７４ △ １,４３０ △ １,３５９

4. 現金及び現金同等物に係わる換算差額       △ ６９         ８２      △ １４５

5. 現金及び現金同等物の増減額         ９９          △ １８１           ４２７

6. 現金及び現金同等物期首残高      １,３４９          １,７７６         １,３４９

7. 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高      １,４４８          １,５９４      １,７７６
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

 ① 連結の範囲に関する事項 

 

連結子会社の数 ----------- ２社 DELICA SHIPPING S.A. / GRIFFITH S.A. 

  子会社はすべて連結されております。 

 

 ② 持分法の適用に関する事項 

 

ａ．持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数 ----------- １社 乾光海運㈱ 

 

ｂ．持分法を適用しない理由 

関連会社 乾光海運㈱は中間純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

 ③ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

 

 ④ 会計処理基準に関する事項 

 

  ａ．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの ----------- 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

によっております。 

時価のないもの ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

          

   ｂ．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

               

  ｃ．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

時価法によっております。 

 

   ｄ．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産   

船舶 ----------- 定額法によっております。 

建物及びその他 ----------- 定率法によっております。 

 

ｅ．重要な引当金の計上基準 

(ｲ) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(ﾛ) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
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(ﾊ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（４１０百万円）については、５年による按分額を特別損失に計上して

おります。 

 

(ﾆ) 特別修繕引当金 

船舶安全法による船舶の定期検査工事に係る費用の支出に備えるため、過年度の特別修繕に要した

費用を基礎に将来の修繕見込みを加味して計上しております。 

 

ｆ．収益及び費用の計上基準 

海運業収益及び費用の計上方法は、航海日割基準によっております。 

 

ｇ．重要なリース取引の処理方法 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

ｈ．重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップにつ

いては特例処理の要件を充たしている場合には特例処理を採用しております。 

 

(ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ----------- 為替予約取引 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 ----------- 外貨予定取引   借入金 

 

(ﾊ) ヘッジ方針 

社内管理規定に基づき、為替相場の変動によるリスクを回避するためにデリバティブ取引を利用し

ており、投機目的のものではありません。また、金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対

象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

 

(ﾆ) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続

して相場変動を完全に相殺するものと想定することが出来るため、ヘッジ有効性の判定は省略して

おります。 

 

  ｉ．その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 ----------- 税抜方式を採用しております。 

 

 ⑤ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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（追加情報）     

 

法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算書上の表示方法 

実務対応報告第１２号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成１６年２月１３日）が公表されたことに伴い、当中間期から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割１１百万円を一般管理費として処理しており

ます。 

 

（注記事項）     

 

 ① 中間連結貸借対照表関係 

 

 
前中間連結会計期間末

(平成 15 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間末 

(平成 16 年 9 月 30 日現在) 

前連結会計年度末 

(平成 16 年 3 月 31 日現在)

ａ．有形固定資産の減価償却累計額 １０,０６８ 百万円 １１,４２８ 百万円 １０,７５５ 百万円

ｂ．担保に供している資産  

船舶 １５,０２２ 百万円 １３,７０２ 百万円 １４,３６６ 百万円

ｃ．保証債務等  

連帯債務のうち他の連帯債務者負担額 ３５２ 百万円 １１７ 百万円 ２３５ 百万円

  

 ② 中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 

 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結(連結)貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

 
前中間連結会計期間

(平成 15年４月１日～平成 15 年 9月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成１6年４月１日～平成 16 年 9月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 15 年４月１日～平成 16 年 3月 31 日)

現金及び預金勘定 １,４４８ 百万円 １,５９４ 百万円 １,７７６ 百万円

現金及び現金同等物 １,４４８ 百万円 １,５９４ 百万円 １,７７６ 百万円

 

 

(6) 部門別売上高明細書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前中間連結会計期間 

(平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成 16 年 4 月 1 日～平成 16 年 9 月 30 日)

前連結会計年度 

(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

金 額 比率(%) 金 額 比率(%) 金 額 比率(%)

貨物運賃 ３,３４０ ７５ ３,５２８ ６６ ７,６０４ ７９

貸 船 料 １,０６８ ２４ １,７４３ ３３ １,８８４ ２０

そ の 他 ３０ １ ３７ １ ７１ １

合 計 ４,４３９ １００ ５,３０８ １００ ９,５６０ １００

（注）その他は、定期用船関係手数料及び不動産賃貸収入であります。 

 

（参 考） 

  期末支配船腹 

前中間連結会計期間 

(平成 15 年 9 月 30 日現在) 

当中間連結会計期間 

(平成 16 年 9 月 30 日現在) 

前連結会計年度 

(平成 16 年 3 月 31 日現在)  

隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ)

社 船 １２ ３８３,２５０ １３ ４０６,５４７ １３ ４０６,５４７

用 船 ６ １５８,８１４ ５ １３４,６７１ ４ １１２,９１４

合 計 １８ ５４２,０６４ １８ ５４１,２１８ １７ ５１９,４６１
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４．セグメント情報 

 

(1) 事業の種類別セグメント情報 

 

前中間連結会計期間 

(平成 15年 4月 1日～平成 15年 9月 30日) 

当中間連結会計期間 

(平成 16 年 4 月 1 日～平成 16 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日)

当社及び連結子会社の営んでいる事業のうち、海

運業の売上高、営業利益及び資産の金額が全体の

売上高の合計、営業利益の合計及び資産の金額の

合計額に占める割合のいずれも９０％を超えて

いるため、記載を省略しております。 

同   左 同   左 

 

 

(2) 所在地別セグメント情報 

 

   前中間連結会計期間(平成 15年 4月 1日～平成 15年 9月 30日) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

 日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

 売上高及び営業損益  

 売 上 高  

 (1)外部顧客に対する売上高 ４,４３９ － ４,４３９ － ４,４３９

 (2)セグメント間の内部売上高及び振替高 ２２０ １,５３０ １,７５１ (１,７５１) －

 計 ４,６６０ １,５３０ ６,１９１ (１,７５１) ４,４３９

 営 業 費 用 ４,４２０ １,５２２ ５,９４２ (１,７５１) ４,１９１

 営 業 利 益 ２４０ ８ ２４８ (    －) ２４８

 

 

当中間連結会計期間(平成 16年 4月 1日～平成 16年 9月 30日) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

 日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

 売上高及び営業損益  

 売 上 高  

 (1)外部顧客に対する売上高 ５,２９８ １０ ５,３０８ － ５,３０８

 (2)セグメント間の内部売上高及び振替高 ２０５ １,６３０ １,８３５ (１,８３５) －

 計 ５,５０３ １,６４１ ７,１４４ (１,８３５) ５,３０８

 営 業 費 用 ３,９８８ １,５３０ ５,５１９ (１,８３５) ３,６８３

 営 業 利 益 １,５１４ １１０ １,６２５ (    －) １,６２５

 

 

前連結会計年度(平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

 日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

1. 売上高及び営業損益  

 売 上 高  

 (1)外部顧客に対する売上高 ９,５６０ － ９,５６０ － ９,５６０

 (2)セグメント間の内部売上高及び振替高 ４４１ ３,０１７ ３,４５８ (３,４５８) －

 計 １０,００２ ３,０１７ １３,０１９ (３,４５８) ９,５６０

 営 業 費 用 ８,６７２ ２,９８９ １１,６６１ (３,４５８) ８,２０２

 営 業 利 益 １,３３０ ２７ １,３５８ (    －) １,３５８
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(3) 海外売上高 

 

   前中間連結会計期間(平成 15年 4月 1日～平成 15年 9月 30日) 

（単位  百万円／端数切捨て） 

 オセアニア 東南アジア アメリカ ヨ－ロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高 ３５１ ５２ ６３２ ２１９ １,２５６

Ⅱ 連結売上高 － － － － ４,４３９

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
７.９ １.２ １４.３ ４.９ ２８.３

  （注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ② 各区分に属する主な国又は地域 

(1) オセアニア ----------- ニュ－ジ－ランド、オ－ストラリア 

(2) 東南アジア ----------- シンガポ－ル、中国 

(3) ヨーロッパ ----------- ノルウェー、デンマーク 

     ③ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

当中間連結会計期間(平成 16年 4月 1日～平成 16年 9月 30日) 

（単位  百万円／端数切捨て） 

 アメリカ ヨ－ロッパ オセアニア 東南アジア パナマ 計 

Ⅰ 海外売上高 １,０７０ ５２０ ３６６ ２４９ １０ ２,２１８

Ⅱ 連結売上高 － － － － － ５,３０８

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
２０.１ ９.８ ６.９ ４.７ ０.２ ４１.７

  （注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ② 各区分に属する主な国又は地域 

(1) ヨーロッパ ----------- デンマーク、ドイツ 

(2) 東南アジア ----------- タイ、韓国、マレーシア 

(3) オセアニア ----------- オーストラリア、ニュ－ジ－ランド 

     ③ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

前連結会計年度(平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日) 

（単位  百万円／端数切捨て） 

 オセアニア 東南アジア アメリカ ヨ－ロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高 ６６９ ５２ １,５０２ ３８４ ２,６０７

Ⅱ 連結売上高 － － － － ９,５６０

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
７.０ ０.６ １５.７ ４.０ ２７.３

  （注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ② 各区分に属する主な国又は地域 

(1) オセアニア ----------- オーストラリア、ニュ－ジ－ランド 

(2) 東南アジア ----------- 中国、シンガポ－ル 

(3) ヨーロッパ ----------- デンマーク、ノルウェー 

     ③ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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５．有価証券 

 

（前中間連結会計期間） 

 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成 15年 9月 30日現在) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 ５０１ ５６６ ６５

債 券 １３０ １３９ ９

そ の 他 － － －

合 計 ６３１ ７０５ ７４

 

(2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成 15年 9月 30日現在) 

 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ４９ 百万円

 

 

（当中間連結会計期間） 

 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成 16年 9月 30日現在) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 １,３０７ １,７０５ ３９７

債 券 １１９ １２８ ８

そ の 他 ２１１ ２０９ △ ２

合 計 １,６３９ ２,０４２ ４０３

 

(2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成 16年 9月 30日現在) 

 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ４８ 百万円

 

 

（前連結会計年度） 

 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成 16年 3月 31日現在) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 ９０７ １,２６０ ３５２

債 券 １２４ １２９ ５

そ の 他 － － －

合 計 １,０３２ １,３９０ ３５７

 

(2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成 16年 3月 31日現在) 

 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ４９ 百万円
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６．デリバティブ取引関係 

 

取引の時価等に関する事項 

 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されておりますので、記載を省略しております。 

 

 


